
ＮＰＯ等による復興支援事業費について 

１ 概況 

  国（内閣府）では、２年間の事業期間が終了した「新しい公共支援事業」に替わるＮＰＯ

支援施策として、「ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業」（交付金事業）を新設。 

県では、国の動向を踏まえ、平成 25年度の新規事業として「ＮＰＯ等による復興支援事業

費」を予算措置。国当初予算の成立を待って、今年度の取組を開始する予定。 

 

２ 「ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業」（国事業）の概要 

本事業については、現在、内閣府と財務省が事業スキームについて最終調整を行っている

段階であるが、基本的には次のような内容とされる見込みである。 

 ・ 国は、被災３県（岩手県、宮城県及び福島県）に対し交付金（補助率 2/3）を交付し、

各県が復興支援に取り組むＮＰＯ等の支援を実施する。 

 ・ 本事業は、復興支援活動の担い手となるＮＰＯ等の育成を目的としており、基礎的能力

向上のための取組（講習会、個別指導等）及び復興支援活動の実践に対する支援（活動費

助成）を行う。（※活動費助成については、昨年度の震災対応案件分に相当するものとなる。） 

・ 事業の公平かつ効果的な実施のため、専門家等による審査委員会を設置する。 

・ ＮＰＯ等の自立に向けた取組とするため、助成事業については一部自己負担を設ける。 

※ 本事業は、新しい公共支援事業とは別の新規事業であるが、基本フレームについては共

通する部分も多く、細部については各県の判断に委ねられる見込みである。 

 

３ 「ＮＰＯ等による復興支援事業費」（県事業）の概要 

国補助を前提として、平成 25年度の新たなＮＰＯ支援事業として予算措置。 

事業内容は、基本的には新しい公共支援事業を踏襲することを想定しているが、国から実

施要綱等を示された後に最終調整する。 

【基礎的能力強化事業】 

・ 会計基準習得のための講習会、寄附募集支援などを継続実施 

・ ＮＰＯ活動の意義を県民に周知するための広報活動を検討 

【運営力強化実践事業】 

・ 活動費助成の規模は、平成 24年度の 1/3程度になることが想定されることから、助成上

限を引き下げ採択団体数の大幅減少を避けることを検討。 

【その他】 

・ 「運営委員会」を「審査委員会」に移行させ、委員には継続して御就任いただきたいこ

と。（平成 25年９月までは、２つの委員会が並立する形式を想定。） 

 

４ 今後のスケジュール（見込み） 

 国 県 

５月中旬 当初予算成立 

交付要綱・実施要領の制定→県へ通知 

事業実施計画書等の作成（事前作業） 

審査委員会の設置 

５月下旬 事業実施計画書の承認→県へ通知 ←国へ事業実施計画書の提出 

公募開始、説明会の開催 

６月下旬  審査委員会の開催（公開プレゼンテーショ

ン等による審査）→採択・内示 

７月上旬  交付決定、事業開始 
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